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１．はじめに 

 東日本大震災を契機として中央防災会議を中心と

した地震及び津波の新たな想定や防災対策が進めて

られており，2014 年には日本海側における最大クラ

スに相当する津波断層モデルが設定された．それを

受けて北海道は 2017 年に日本海沿岸の津波浸水想

定見直し結果を公表している． 

ここで想定される海溝型の地震で発生するのは津

波だけではない．東日本大震災や胆振東部地震では

地震に伴い斜面崩壊が発生しており，地震と津波に

加え土砂災害が発生する可能性についても検討した

複合災害対策が求められる．しかし，既存の研究の

多くは地震と津波のみを対象としたものが多く地震

と津波以外の災害事象が同時に発生した場合を想定

したものは稀である． 

さらに，2020 年に設置された日本海溝・千島海溝

沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループでは，

積雪寒冷地における大きな地震や津波の災害につい

て検討することの必要性を指摘している．このよう

な積雪寒冷地における津波避難について研究したも

のには内藤・橋本（2018）や橋本（2013）などが挙

げられるものの，これらの研究の多くは太平洋側の

津波浸水想定が中心であり，日本海側の想定を用い

た研究は少ない． 

そこで本研究は，日本海側の積雪寒冷地を対象地

とし，地震と津波に加え土砂災害の発生と積雪によ

る避難への影響を考慮した避難困難地域を画定する

分析方法を開発することを目的とする．  

 研究の対象地は北海道日本海沿岸の留萌市とする

（図 1）．当市は津波浸水想定見直しにより津波浸水

想定域が大きく拡大し（橋本，2017），北部と南部は

土砂災害の危険性がある丘陵地である（図 2）． 

 

２．研究の方法 

2.1．避難困難地域の画定 

 本研究では津波が到達するまでに避難施設への避

難または津波浸水想定域外への避難のいずれも困難

である地域を避難困難地域とした．そして土砂災害

や積雪による影響を明らかにするため，地震と津波

のみ発生した場合と地震と津波に加え土砂災害が発

生した場合について以下の方法でそれぞれ避難困難

地域及びその人口を求め，比較を行った（図 3）． 
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図 1 留萌市における津波浸水想定域 

 

 

図 2 土砂災害箇所と封鎖される道路 

 

 まず，留萌市が指定している避難所，避難場所，

津波避難ビルからなる避難施設のうち地震と津波発

生時，土砂災害同時発生時，積雪期のそれぞれで利

用可能な施設を抽出した．避難所，避難場所につい

ては津波浸水想定域にも土砂災害警戒区域及び危険

箇所にも含まれない場所を利用可能とし，津波避難

ビルについては土砂災害警戒区域及び危険箇所に含

まれないものを利用可能とした．指定されている避

難施設のうち，津波発生時に利用不可のものが 9 箇

所，土砂災害発生時に利用不可のものが 10 箇所で

あった．また積雪期の分析の際には屋根のない公園

等は避難場所として利用することができないものと

し，そのような避難施設を除外した． 

避難経路のデータは，国土地理院ベクトルタイル

提供実験の道路中心線データを用いた．この避難経

路のうち土砂災害警戒区域または危険箇所に含まれ

る部分は土砂災害発生時に道路が封鎖され通行でき

ないものとした（図 2）．積雪がない夏季の避難距

離については，国土交通省（2011）を参考に 500m

と設定した．積雪のある冬季の移動距離は竹内ほか

（2008）や橋本（2012）を参考に歩行速度低下の係

数 0.833 を夏季の移動距離に乗じ，416.5m とした. 

以上のデータをもとに，各避難施設から移動距離

の範囲を津波到達までに避難施設へ避難可能な範囲

（到達圏）とした．そして津波浸水想定域の外へ避

難可能な範囲（脱出圏）は津波浸水想定域の外縁と

道路との交点を脱出点とし，その点から道路を通っ

て移動距離の範囲とした． 

このように作成した到達圏と脱出圏を避難可能地

域とし，津波浸水想定域に含まれる地域のうち避難

可能地域に含まれない部分を避難困難地域とした． 

 

 
図 3 分析のフローチャート 
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2.2．避難困難地域人口の推定 

 避難困難地域の人口を推定するために 2015 年国

勢調査の小地域データを用いて面積按分を行った．

ここで用いる小地域データは地域内に林野等を含む

地域で実際より人口密度が低下してしまうため，以

下のようにデータを加工した．（1）留萌市全体を

250m メッシュで覆い，それに基盤地図情報の建築物

データを重ねる．（2）メッシュ内に建築物が存在す

るメッシュのみに人口が分布しているものとして，

抽出する．（3）これらメッシュの面積を用いて人口

密度を算出する．これで，面積の大きく人口が少な

い地区についても，現実的な避難困難地域人口を推

定できる． 

 

３．分析の結果 

3.1．土砂災害による影響 

地震と津波，土砂災害が同時に発生したことを想

定した場合の避難困難地域が図 4 である．避難施設

が多く，かつ土砂災害の危険性の少ない市の中心部

では到達圏や脱出圏が地域全体に分布し大部分が避

難可能であることがわかる．一方，市の北部や南部

といった土砂災害の危険性がある市の縁辺部では避

難施設が土砂災害によって利用できなくなるため到

達圏が存在せず，また避難経路が封鎖されることに

よって脱出圏も非常に小さくなることから地域のほ

ぼすべてが避難困難地域となっている． 

地震と津波のみが発生した場合の避難困難地域を

もとに，土砂災害や積雪を考慮することで拡大する

範囲を示したものが図 5 である．これによると，市

の北部と中部の一部地域及び南部において土砂災害

発生を考慮したことによる拡大が見られる．表 1 よ

り，夏季において土砂災害が発生することで 119 人

が新たに避難困難となり，避難困難地域人口は 401

人となる． 

表 1 避難困難地域人口 

 
図 4 土砂災害同時発生時の避難困難地域 

 

 
図 5 拡大した避難困難地域人口 

 夏季 冬季 

地震・津波のみ発生時 282 519 

土砂災害同時発生時 401 628 
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3.2．積雪による影響 

図 5 の積雪によって拡大した避難困難地域を見て

みると，主に市の中心部において避難困難地域が拡

大していることがわかる．この地域は市街地となっ

ており人口が集中していることから，表 1 の土砂災

害同時発生時における避難困難地域人口を季節間で

比較してみると，積雪の影響を考慮したことによる

増加人口は 227 人となり，土砂災害発生によって増

加した人数よりも多くなっている．そして，積雪期

に地震と津波に加え土砂災害が発生することを想定

した場合，避難困難地域人口は 628 人と本研究で想

定した中で最も多くなる．このとき，留萌市におけ

る津波浸水想定域内の人口が 3085 人であるため，

津波浸水想定域内人口のうち 5 人に 1 人以上が避難

困難となる． 

また，市街地で積雪による避難困難地域の拡大が

見られる一方で，土砂災害発生による避難困難地域

の拡大が見られた市の縁辺部では積雪による拡大が

みられない．つまり，土砂災害が発生することによ

って住民の避難に影響が出る地域と，積雪によって

住民の避難に影響が出る地域は異なる． 

 

４．おわりに 

 本研究では，北海道留萌市を対象に地震に伴って

発生する津波，土砂災害といった災害事象に加え積

雪による影響を考慮した避難困難地域の画定方法を

提案し，そこに含まれる人口の推定を行った．分析

の結果，地震と津波に加え土砂災害発生や積雪を想

定することによって広い範囲で避難が困難となり，

避難困難地域の人口は最大で浸水域内人口の

20.3％にまで増加することが明らかになった．さら

に，避難困難地域が拡大する地域は土砂災害発生時

には市の縁辺部であり，積雪期には市の中心部であ

ることも明らかとなった． 

以上のように，本研究で提案した手法により土砂

災害発生によって避難が困難となる地域や，積雪に

よって避難が困難となる地域など異なる地域特性を

明確にすることができた．現在，既存の防災計画で

は地震と津波が発生することは想定されているもの

の，それらに加え土砂災害が同時に発生する場合，

さらに積雪期に災害が起きる場合などへの対策は進

んでいない．本研究で明らかになったように，複合

災害の発生によって避難に影響の出る地域では各地

域の特性や内包するリスクに合わせた対策が求めら

れる． 

 
付記 

本研究は，文部科学省「災害の軽減に貢献するた

めの地震火山観測研究計画（第二次）」及び JSPS 科

研費 19K01166「千島海溝地震による津波の避難行

動モデル化と情報統合システム構築」における成果

の一部である． 
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